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令 和 ７ 年 度  事 業 報 告 

 

令和 7 年度も全国各地で地震・台風・豪雨などの大規模災害が激甚化・頻発化し、

防災・減災のための国土強靭化の重要性が改めて浮き彫りとなった。6 月には、事

業規模概ね 20 兆円強とする「第 1 次国土強靭化実施中期計画」が策定され、11 月

には計画に係る公共事業関係費が初めて国の補正予算で計上された。 

  一方、12 月には改正建設業法が全面施行され、建設労働者の処遇確保を念頭

に「労務費に関する基準」が策定され、適正な労務費の確保と行き渡りのための仕

組みが構築された。また、夏場の過酷な労働環境への対応が全国的にも大きな問題

となり、国土交通省は昨年 12 月、「猛暑対策サポートパッケージ」を策定・公表した。 

建設業は様々な課題も抱えているが、当会は、建設業が持続可能な産業として、

会員企業を中心に今後も発展していけるよう、以下に掲げる事業を行った。 

 

１．公共事業の安定的・持続的な確保と円滑な施工 

(1)公共事業予算の安定的・持続的な確保、国土強靱化の推進 

 令和 2 年度の補正予算からスタートした 「防災・減災、国土強靭化のための５か

年加速化対策」は、最終年となる令和６年度補正予算までで事業規模 15.6 兆円（う

ち国費８．０兆円）の予算が確保され、計画規模の 15 兆円を達成した。 

昨年 11 月に初めて予算計上された第 1 次国土強靭化実施中期計画予算は、公 

共事業関係費として 1 兆 5,500 億円が計上され、前の 5 か年加速化対策の最終

年度と比べても約 3 割増加した。 

これを受けた国の 7 年度補正の補助事業（交付金事業含む）の配分でも、九州全

体の伸びが２．５％にとどまる中で本県は１５％を超える大きな伸びとなった。 

また国の 8 年度当初予算は約６．１兆円で、平成 26 年度以降ほとんど伸びていな

いが、本県への配分としては、道路と河川を合わせて ①直轄で 197 億円（対前年

比1.02）、②補助で522億円（対前年比1.03）が配分されており、直轄、補助とも、

全国的には、1.00 の伸びの中で、他県と比べてかなりの重点配分となっている。 

一方、昨年末の県の補正予算では、公共事業費全体で、前年度を約２１％上回る

463 億７５百万円の大型補正となった。県の 8 年度当初予算は、2 月の知事選挙の

関係で公共事業費も骨格予算となり、上半期までの所要見込額（継続分のみ）とし

て、前年度の 6 割弱にあたる 433 億円が計上されている。6 月議会で公共事業費

の肉付けがなされると見込まれる。 
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(２)公共事業の円滑な施工 

  当会は、全国建設業協会・関係団体等と連携し政府・関係機関へ要望を行うとと

もに、九州地方整備局と２回（８月・３月）、また長崎県とも２回（８月・１２月）、諸課題

等について意見交換を行った。特に長崎県に対しては、要望項目の早期実現に向け

て 6 年度から年 2 回要望を実施しており、7 年度も８月、12 月と 2 度にわたり知事

あて要望書を提出した。12 月には知事本人への要望を実施し、①国土強靭化を含

む公共事業予算の確保 ②県誘致企業が工場等建設する場合の県内建設企業の

活用 ③電子契約の速やかな普及促進などを求めた。 

これまでの要望項目のうち、経費節減効果の大きい電子契約は、8 年 1 月から試

行導入され、県南振興局がスタートする 9 年度当初から本格実施される予定であ

る。工事書類の削減についても、当会土木委員会、土木技士会、青年部会の各代表

によって県との協議が進捗し、本年 4 月から「土木工事書類スリム化の手引き」が改

定された。  

また、九州建設業協会における当会の主張が契機となって、国においても制度見

直しの動きがみられた。具体的には、近年毎年のように続いている猛暑に対応する

ため、猛暑期間・時間の作業回避や猛暑対策に必要な経費等の確保を柱とする「猛

暑対策サポートパッケージ」の制定、施工規模に応じた標準歩掛（小規模歩掛等）の

設定、最新の本社経費の実態を反映した一般管理費率の改定など、現場実態をふ

まえた改定が盛り込まれた。 
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２．働き方改革の推進などによる職場環境の整備と処遇改善 

（１）県内建設業の働き方改革の着実な進展に向けた取組み 

  時間外労働の罰則付き上限規制については、人員の確保、時間外労働の増加、 

休暇の確保困難、労働時間の正確な管理などの課題も見受けられるが、建設ディ 

レクターや外国人労働者の採用など労働生産性の向上や働き方改革に向けた 

会員企業の努力により、現時点で大きな問題は生じていない。 

また、当会が昨年会員企業対象に実施した「休日・休暇等の状況に関するアンケ 

ート調査」では、4 週 8 休制（完全週休 2 日を含む）を導入している企業の割合は、

令和７年度時点で９４％に達した。 

なお、時間外労働の罰則付き上限規制については、行き過ぎた上限規制を見直

す動きもあるが、ＩＣＴ／ＤＸの推進や働き方改革、女性の活用などにより、生産性

向上を進めることが肝要である。 

  当会が要望を続けてきた電子契約が、予定どおり県南振興局がスタートする 

令和９年度に本格実施されれば、発注機関への往来などが軽減され、受注企業に 

とっては大きな省力化になる。 

ＩＣＴ・ＤＸ技術の普及・活用や、当会が推奨している情報共有化システム電納 

ＡＳＰer の市町村発注工事への適用拡大など、今後も生産性向上に向けた取組み

を続けていく。 

 

（２）アクションプランで示した目標達成に向けた取組み 

当会の要望により令和５年度から実現した県発注工事の最低制限価格引き上

げに際し、アクションプランとして県に示した項目のうち、３年間で５％以上の給与

引き上げ目標について、本部が会員各社の法定調書の数値をもとに実施した調査

（確定値）では、令和 5 年が 3.98％、令和 6 年が０．４４％、令和 7 年が４．３２％と

なり、3 年間の合計で目標の５％を大幅に超えることができた。 

採用者数の増に向けても、アンケート回答企業のみの合計ではあるが、年間の

退職者数より採用者数（新規学卒及び中途採用の合計）のほうが多い傾向となっ

ており、年間で約１％程度増加の傾向を示している。 

さらに、当会が会員企業のご協力を得て作成・配付している「建設会社ガイド」に

ついて、6 年度から全面オールカラーの 1 社 1 ページ掲載として全面刷新したが、

7 年度は掲載希望社数も増加した。県内外問わず、積極的に活用して、高校生の

県内就職や大学生のＵ・Ｉターン就職の促進につなげていく。 

このように、アクションプランで示した目標達成のため、処遇改善や休日休暇の 

拡大、採用者の増等の流れを今後も進めるとともに、他産業に負けない建設業の

魅力発信をさらに強化していく。 
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３．地域建設業の経営基盤強化に向けた取組み 

（１）労務費に関する基準の本格運用について 

   昨年１２月、第 3 次担い手 3 法が全面施行され、労働者の処遇改善を図るた 

め、「労務費に関する基準（＝標準労務費）」が本格的に運用されることとなった。 

建設業は、他産業より賃金が低く、就労時間も長いといった課題を抱えており、 

労働者の処遇改善の取組みを進めることはたいへん重要である。 

具体的には、適正な労務費の行き渡りのため、著しく低い労務費による見積も 

りは禁止となり、特に国発注工事では、労務費の内訳を書かない見積書は４月か

ら無効とされるほか、元請けが下請けに発注する際には、設計労務費の９７％を

確保することが求められ、これを正当な理由なく著しく下回る場合には、建設Ｇメ

ンの調査が入る場合もあるとされている。 

しかしながら、標準労務費が適切に運用されるためには、予定価格の９２％ 

近辺で落札する元請け企業に過度な負担が生じない仕組みの導入や最低制限

価格の引き上げに向けた議論を深めていくことも必要と考えられる。 

全建や九建協などとも連携して、実態を踏まえた問題点の検証と国への要望 

などを強化してまいりたい。 

 

（２）会員企業の利益確保と経営安定 

  西日本建設業保証(株)が昨年末に公表した令和６年度県内建設業の完成工事

高営業利益率は１．４０％で、5 年度の 2.06％から大きく低下した。企業の規模別

では、小規模企業の経営悪化が際立っている。これは、物価高騰や下請け単価の

上昇のため、国・県・市町などの公共発注件数が近年ずっと低下傾向であることに

加え、小規模工事をはじめとした設計の標準歩掛りが現場実態に見合っていない

ことが主な要因であり、国の当初予算の増額要望に加え、当会がかねてから主張

している標準歩掛りの実態に見合った改善を今後も強く訴えていく。 

   

(３)建設生産システムの高度化に向けた取り組み  

  県内の橋梁、トンネルをはじめとするインフラ施設は老朽化が著しく、50 歳以上

の建設労働者が全体の 5 割を超えるなど高齢化も急速に進行している。建設分野

でのＤＸ推進による生産性向上と働き方改革は急務であり、県は本年 2 月、「長崎

県インフラＤＸアクションプラン」を策定した。当会としても、県と歩調を合わせて取

組みを進める必要があり、県が県内各地で実施したＩＣＴ技術研修会には、多くの

会員企業が参加した。また、県が取り組んでいるＩＣＴ/ＤＸ推進部会に２社の代表

者が参加して具体的な協議を続けているほか、県との共催による「次世代建設企

業経営者意識改革セミナー」を７年度も２回開催した。ＤＸ・デジタル力の向上、 
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担い手の確保、外国人や女性・高齢者の活用などをテーマに県内外から講師を招

き、有意義な取組みとなった。 

  会員企業の技術力・生産性向上とプレゼンテーション能力の向上に向けて実施し

ている「ながさき建設・創意工夫コンテスト」は質の向上を図るため隔年開催として

おり、7 年度は開催しなかった。 

 

４．建設業人材確保の推進 

（１）高等学校連携協定の活用促進 

令和 5 年度に締結した県立工業高等学校との連携協定を踏まえ、６年度から

長崎支部青年部が中心となり、長崎工業高等学校建築科で実施している出前講

座（測量実習、ドローン実習、施工図実習）を７年度も継続実施し、延べ１１７名の

生徒が参加した。 

また、島原支部青年部が中心となって、島原工業高等学校建築科で出前講座

（測量実習）初めて実施し、３年生２９名が参加した。高等学校実習教育の充実

と、建設業に対する高校生の理解促進や入職促進のため、この取組みは今後も

継続し、他の工業高等学校でも導入に向けて協議・検討を進める。 

 

（２）高校生のインターンシップ（現場実習）事業の拡充 

入職に直接結びつきやすい高校生の現場実習について、公共発注が多い土木

工事の現場を主体として実施してきたが、７年度は学校側の要望を踏まえ、建築

工事の現場でも初めて実施した。具体的には、土木系学科を有する高等学校４校

の２年生１３７名の参加を得て、延べ３８現場で実施するとともに、建築系学科を有

する高等学校２校の２年生５３名の参加を得て、延べ１８現場で実施した。 

この結果、現場実習の参加生徒数は１９０名となり、前年度の１４６名から大きく

増加した。現場実習は、その後の採用活動にも直結しやすい傾向があり、今後も

現場実習の充実に取り組む。 

 

（３）高等学校教諭との意見交換会の実施 

県内建設業への新規入職者の主力は依然として高校生である中、工業高等学

校６校から進路指導教諭 21 名、会員企業から採用担当者 38 名が参加して、昨

年１２月に全県下の会員企業を対象に意見交換会を実施し、生徒が企業に求める

ものや、離職防止に向けた取組みなどについて意見交換を行った。高等学校・会

員企業ともに参加希望が多く、今回の参加者は高等学校教諭、会員企業ともに前

年度を大きく上回った。今後もできるだけ多くの会員企業が参加できるよう、実施

方法の改善に取り組む。 
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（４）中高生に対する建設業説明会の開催 

   これまでは、主に就職を控えた高校生対象に実施していたが、7 年度は希望す

る高等学校 1 校に加え、本部や各支部の努力で中学校 3 校でも説明会を実施し

た。中学生の時期に説明会を実施することは、建設業に対する理解を深め、その

後の進路選択にも大きく影響するものと思われる。今後も各支部との連携も深め

ながら、中学校・高等学校問わず幅広く実施するとともに、中学生向け広報誌の

作成について県と連携して検討を進める。 

 

（５）女性の建設業入職促進に向けた活動 

例年実施している女子高生のための建設業体験学習会について、7 年度は 11

月に長崎振興局並びに県央振興局の協力を得て、それぞれの地区で実施し、両

会場合わせて前年度を大きく上回る 7 校 26 名の女子高生の参加を得た。江川ト

ンネルや本明川ダムなどの現場視察に加え、行政や企業の女性技術者との意見

交換会も実施した。 

また、女性技術者・技能者で組織する建設女子ネットワーク「よりより」について

は、ワーキングの女性委員を充実させるとともに、建産連団体の女性技術者も加

えて 13 名の女性技術者等で熊本県協会の女性活躍グループ「くまもと建麗会」

を訪問し、女性が働きやすい職場のあり方等について意見交換を実施した。 

 

（６）新規入職者の定着促進に向けた取組み 

会員企業の新規採用者を対象として昨年４月、２８名の参加を得て「新規入職

者研修」を実施し、建設業のみならず社会人としての基礎を習得させた。５月に

は、西日本建設業保証（株）が実施している社会人基礎研修にも会員企業から２

名の参加があった。 

 

（７）外国人就労への対応 

   本県建設業分野での外国人労働者数（労働局調べ、令和 7 年 10 月末時点）は

１，０８４人で、初めて千人を突破した。在留資格別では、技能実習が約８割を占め

ているが、特定技能外国人も約 15％を占め、前年度のほぼ 2 倍に達している。 

 当会が実施した「採用・退職状況に関するアンケート」でも、外国人は年間中途

採用者の１５％を占めるまでになっている。 

このような状況を踏まえ、７年度も県と共催しているセミナーにおいて「外国人

材の活用事例と定着について」と題し、多くの外国人材を活用している会員企業

による講話を実施した。 
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（８）産学官連携建設業人材確保育成協議会（建産連）と連携した人材確保活動 

   ７年度も、委員１２名、代理 1 名、オブザーバー３名の参加を得て９月に実施し

た。地元志向のある県内大学生に対する取り組み方や建設業の魅力発信な

ど、幅広い意見交換を行った。 

 

５．広報活動の充実・強化 

（１）協会ホームページの充実強化 

   6 年度から、協会ホームページの情報発信機能を強化するとともに、建設業の

魅力を若年層にも実感していただけるよう、ホームページの全面改修を進めてき

たが、昨年5月１日に全面リニューアルが完了した。毎週定期的にホームページ更

新情報を一斉メールすることで、ホームページの認知度も高まっている。これまで

県土木部が管理してきた「長崎県建設業就職ポータルサイト」についても、県と協

議のうえ、協会ホームページに移管した。今後も会員・会員外を問わず協会ホー

ムページの周知が広がるよう取り組んでいく。 

 

（２）ＳＮＳや就活情報誌を活用した若者への情報発信 

（公財）建設業福祉共済団の助成金を活用して、7 年度も会員企業の技術者や

外国人の 1 日を紹介する Youtube 動画を 2 本製作した。また、県内で 18 万部

発行している長崎新聞社が毎月発行している就活情報誌「長崎新聞ＮＲ」に、「好

きばい建設業」と題して計 5 か月で 10 社を紹介するとともに、「就活のミカタ」と

題して県内建設業で頑張る若手社員 3 名のクローズアップ記事を掲載した。建設

業の認知度向上に向けて、今後も様々な媒体を活用した情報発信に取り組む。 

 

（３）「今こそ！建設業」第 12 版の制作・発刊 

建産連と長崎労働局で毎年発行している広報誌「今こそ！建設業」第１２版を

昨年１２月に制作し、県内の高校１年生やハローワークで広く配布した。県外の大

学で学んで県内企業にＵターン就職した若手技術者の記事などが好評を得た。 

 

６．建設業における社会的責任への取組み 

（１）災害対応に係る諸課題への取組み 

７年度も、県内で大規模災害は発生しなかったが、大規模災害発生時に会員 

企業が一体となって災害対応するため長崎河川国道事務所長と締結した「災害

時における応急対応業務に関する協定」や、知事または各振興局長と締結して

いる「大規模災害時における（広域）支援活動に関する協定書」、さらに近年多発

している家畜伝染病が広域的・長期的にまん延しても会員企業が支部間を横断
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して柔軟に対応するため知事と締結した「家畜伝染病防疫支援協定の広域協

定」などに基づき、万全の体制を整えた。 

なお、大規模災害時には 2 次災害等の発生も懸念されるが、各防災協定に基 

 づく復旧活動に従事する会員企業社員が事故等に遭った場合、労災や民間損保

の補償の適用が不明確であるため、令和４年度から会員企業の全従業員を対象

として加入した「防災協定に基づく全ての活動」を補償する損害保険に、７年度も

継続加入した。 

 

７．その他事業の実施、行事の開催・参加 

   ・本会における総会、理事会、常任理事会、各種委員会の開催 

   ・全国建設業協会、九州建設業協会、全国建産連、建退共、建設業振興基金、 

建設業福祉共済団、西日本建設業保証などにおける諸活動 

・特に、７年度は九州建設業協会の会長県として、大分県で開催された国土交 

通省との地域懇談会、定例懇談会などの円滑な運営に努めた。 

   ・その他、九州地方整備局や長崎河川国道事務所、長崎労働局、長崎県土木 

部、県内高等学校、ＮＥＲＣなどの関係機関との意見交換を随時実施した。 

 

８．提案･要望等（本部関係） 

(1)長崎県知事へ要望書提出    

《第１回》 

 開催日 令和 7 年 8 月 4 日 

 会 場 サンプリエール 

 内 容 土木行政に対する要望について 

     1)公共工事予算の確保について 

2)熱中症対策費について 

3)働き方改革について 

4)最低制限価格の引き上げについて 

5)現場代理人、主任技術者（監理技術者）の一時不在時の対応について 

6)地域外からの労働者確保について 

7)総合評価方式の評価項目における工事成績評定の見直しについて 

8)災害支援協定に基づく支援活動への損害保険料負担について 

 

《第２回》 

 開催日 令和 7 年 12 月 18 日 

 会 場 県庁 4 階「特別応接室」 
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 内 容 土木行政に対する要望について 

1)国土強靭化を含む公共事業予算の確保について 

2)県誘致企業が工場等建設する場合の県内建設企業の活用について 

3)電子契約の速やかな普及促進について 

 

(2)九州地方整備局との意見交換会 

《第１回》 

 開催日 令和 7 年 8 月 25 日 

 会 場 サンプリエール 

 内 容 1)本会からのテーマについて                

① 国の公共事業費予算計上について 

② 夏季期間の歩掛改定について 

③ 交通誘導警備員の熱中症対策の一環として交代要員を配置すること

について 

④ 地下埋設調査等に必要な費用の設計計上について 

⑤ 特例監理技術者制度の適用拡大について 

⑥ 発注時の工期設定について 

       2)九州地方整備局からのテーマについて 

      ① 担い手確保について 

      ② 発注者の働き方改革の取り組みについて 

      ③ 夏場の働き方について 

     3)情報提供(同整備局 企画部・建政部・営繕部より) 

     4)その他 

 

《第２回》 

 開催日 令和 8 年 3 月 10 日 

 会 場 八仙閣本店（福岡市）  ※九州 7 県協会合同開催 

 

 内 容 １）九州地方整備局からの情報提供 

① 令和８年度 総合評価落札方式（工事・業務）の主な変更点 

      ② 令和８年度 国土交通省土木工事・業務の積算基準等の改定 

      ③ 労務費に関する基準 

        ２)意見交換 

      

 



 
 

10 
 

(3)長崎県土木部との意見交換会 

《第 1 回》 

 開催日 令和 7 年 8 月 4 日 

 会 場 サンプリエール 

 内 容 1)意見交換                          

①  土木行政に対する要望について 

②  協会からの説明事項及び意見交換について 

・現場代理人、主任技術者（監理技術者）の一時不在時の対応について 

・総合評価方式の評価項目における工事成績評定の見直しについて 

・格付区分の要件見直しについて 

・電子契約・電子保証の促進について 

・建築工事の工期設定について 

・特殊工法に係る交通費や宿泊費について 

③  長崎県土木部からの説明事項について 

       ・予算について 

       ・不調不落対策について 

       ・工事事故の防止について 

       ・発注工事に関するお願いについて 

 

《第 2 回》 

 開催日 令和 7 年 12 月 18 日 

 会 場 サンプリエール 

 内 容 1)意見交換                          

①  土木行政に対する要望について 

②  協会からの説明事項及び意見交換について 

・格付け要件の見直しについて 

・電子契約・電子保証の促進について 

・工事書類の簡素化について 

・熱中症対策費について 

・熱中症対策について（工事事故関係） 

・現場代理人、主任技術者（監理技術者）の一時不在時の対応について 

・総合評価落札方式の評価項目における工事成績評定の見直しについて 

・災害支援協定に基づく支援活動への損害保険料負担について 

③  長崎県土木部からの説明事項について 

・「建設工事に係る配置予定技術者の雇用関係の確認について」の 

一部改正について 

・不調不落について 
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・工事事故の防止について 

・熱中症による工事事故の取扱いについて 

・電子契約について 

・検査書類限定型の拡大について 

・土木施工管理基礎研修について 

・もっときらきら２連休の継続について   

④  その他 

 

(4)地元首長・県議との意見交換 

  開催日 令和 7 年 10 月 29 日 

  会 場 ホテルグランドパレス諫早（諫早市） 

①  諫早市の公共事業の現状と今後の見通し 

（地域建設企業の受注機会の拡大要望） 

②  市発注工事の電子化の取組み推進に向けて 

（電子保証、電子契約、情報共有システムなど） 

 

９．各種講習会･研修会・説明会等（本部関係） 

（１）監理技術者講習 

 開催場所 長崎県建設総合会館 

年間 延べ８回開催、参加者２８７名 

 

（２）新規入職者研修 

 実施日 令和７年４月１０日～４月１１日 

 会 場 ホテルフラッグス九十九島 

 受講者 28 名 

 

（３）社会人基礎研修（西日本建設業保証（株）主催） 

 実施日 令和７年５月２０日～５月２２日 

 会 場 建設技能研修センター（兵庫県三田市） 

 受講者 会員企業から２名 

 

（４）土木施工管理基礎研修 

実施日 令和７年６月２日～７月８日 27 日間 

 会 場 （公財）長崎県建設技術研究センター 

 受講者 会員企業から１０名 
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（５）建設業経理検定試験 

 実施日 令和６年９月８日及び令和７年３月９日 

 受験者 １級から３級まで 延べ 241 名 

 

(６)雇用管理研修 

  開催日程・場所・受講者数 

   

 

 

 

 

 

 

 

1)基礎講習 

令和7年10月2日  県北会場：佐世保市労働福祉センター 

             受講者 対面： ７名 

令和7年１０月17日 県南会場：ＮＥＲＣ 

                 受講者 対面： ５名 

2)コミュニケーションスキルアップコース 

令和7年１０月３1日 県南会場：ＮＥＲＣ 

              受講者 対面： 5名  

 ※ 1)・2)ともに(株)労働調査会が実施した。 

 

(７)コストマネジメント及び工事成績対策研修 

｢設計変更協議で利益と工事成績を上げた実例と解説 2025 年版｣ 

並びに「工程マネジメントで生産性向上と利益を創出する」研修会 

  開催日程・受講者数                            

令和8年１月29日 

令和8年２月4日 

令和8年２月１９日 

   

 

 

 58名 

 36名 

 59名 

    ※３日程ともに｢ ZOOM ｣を活用したオンライン研修にて開催 

 

(８)建設キャリアアップシステム説明会 

 1)パソコンを利用した現場運用及び建退共電子ポイント方式に関する説明会 

(実務担当者向け) 

  開催日程・会場・参加者数                            

令和７年11月6日 

令和７年11月7日 

県央会場     （（公財）長崎県建設技術研究センター） 

県北会場     （佐世保市労働福祉センター           ） 

 16名 

 6名 
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(９)高校進路指導教員と建設企業採用担当者の意見交換会(長崎県と共催) 

  開催日程・会場・参加者数・内容 

  令和7年12月１日 (公財)長崎県建設技術研究センター 

     会員企業３8名、教諭21名など 

 

 73名 

1)地元企業と連携した佐世保工業高等学校の取り組み 

2)県からの情報提供 

3)高校と建設企業のグループ別意見交換 

 

  令和7年12月1１日 五島振興局 

     会員企業5名、教諭6名など 

 

 18名 

1)県からの情報提供 

2)高校と建設企業の意見交換 

 

１０．各支部等の主な実施事業・各種講習会･研修会 

 (1)建設業の役割や魅力のＰＲ、建設産業が日頃から地域の安全・安心を守って 

いること等を正しく理解してもらうため、また、担い手確保対策の一環として実施

している取り組み 

    1)土木の日等のイベントへの協力・実施 

2)建設業への入職促進を図るための説明会等の実施・参加 

  

 (2)技術者の技術力向上を図るための研修会等の実施 

   1)技術力向上のための研修会 

2)出前講座等を活用した研修会 

    3)ＪＣＭセミナー（ＤＶＤ講習） 

   4)監理技術者講習 

 

 (3)建設労働災害の撲滅と安全意識の高揚を図り、労働災害を防止することを目 

的とした安全大会・安全パトロール等の実施 

 

 (4)大規模災害支援活動における初動訓練、防疫支援活動  

 

 (5)技能講習関係 

   ・高所作業車運転技能講習 

 ・職長･安全衛生責任者教育 

   ・現場管理者統括管理講習 

 ・車両系建設機械(整地）運転技能講習 
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 ・車両系建設機械(解体用）運転技能講習 

 ・足場の組み立て等作業主任者技能講習 

   ・足場の組み立て等特別教育 

   ・総合工事業者のためのリスクアセスメント研修 

 ・小型車両系建設機械運転特別教育 

   ・不整地運搬車運転技能講習 

 ・丸のこ等取り扱い作業従事者教育 

 ・型枠支保工組み立て等作業主任者技能講習 

 ・地山の掘削･土止め支保工作業主任者技能講習 

 ・職長・安全衛生責任者教育 

   ・ローラー運転特別教育 

   ・建築物の鉄骨組み立て等作業主任者技能講習 

 ・振動工具取り扱い作業従事者教育 

   ・施工管理者等のための足場点検実務者研修 

   ・斜面の点検者に対する安全教育   

 ・石綿作業主任者技能講習 

  ・建築物石綿含有建材調査者講習(一般) 

  ・フルハーネス型安全帯特別教育  等 

 

１１．会員の異動状況 

 

支  部 令和7年3月31日現在 加入 脱退 令和8年3月31日現在 

長  崎 ６１社 0 1 ６0社 

佐世保     ６７社 0 3 ６4社 

北  部 ４２社 0 0 ４２社 

諫  早 ３９社 1 1 ３９社 

大  村 １８社 1 0 １9社 

島  原 ４０社 0 0 ４０社 

対  馬 ２９社 0 0 29社 

壱  岐 ２５社 0 2 ２3社 

五  島 ３９社 0 1 38社 

計 ３６０社 2 8 354社 

 

※加入会員 
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支   部 会   社   名 代 表 者 名 

   諫    早 （株）安全総業 濱 崎 太 伍 

   大    村 （株）菅野谷興産 菅 野 谷  心 

 

※脱退会員 

支   部 会   社   名 

長    崎 （有）大富建設 

佐 世 保 金保建設（株） 

〃 （株）沖組 

〃 北辰建設（有） 

諫    早 （株）古賀組 

壱    岐 野元組 

〃 （株）石橋組 

五    島 （株）福江工業 

 

 

《 会員数の推移 》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１２．本部会議関係 

年　度 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7

入会数 3 3 2 3 3 5 2 3 0 2 9 5 4 4 10 4 6 5 3 2 2 5 6 1 6 8 2

退会数 3 13 30 23 71 47 47 61 49 36 23 16 16 9 9 4 7 10 8 3 7 8 8 14 3 4 8

会員数
（年度末）

795 774 746 726 657 615 570 512 463 429 415 404 392 387 388 388 387 382 377 376 371 368 366 353 356 360 354
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(1)通常総会 

    1)令和７年度（第６４回）通常総会 

    開 催 日 令和７年５月２８日 

   会   場 ホテルニュー長崎 

   議   題 

 

 

 

 

①令和6年度事業報告並びに貸借対照表、損益計算書(正味財産 

 増減計算書）、公益目的支出計画実施報告書等の承認について                             

②令和7年度会費負担額(案)の承認について 

③令和7年度における借入金の最高限度額について 

④報告事項 

                  ・令和７年度事業計画並びに収支予算書について 

 

(2)常任理事会 

 1)令和７年度 第１回 常任理事会 

  開 催 日 令和７年８月４日 

  会  場 サンプリエール 

議  題 ①参議院議員選挙結果について 

②長崎県土木部との意見交換会の議題について 

③その他 

 

 2)令和７年度 第２回 常任理事会 

    開 催 日 令和７年８月２５日 

    会   場 サンプリエール 

   議   題  ①報告事項 

・選挙について 

              ・九州地方整備局との意見交換会の議題について 

・その他 

 

 3)令和７年度 第３回 常任理事会 

  開 催 日 令和７年１０月２９日 

  会   場 ホテルグランドパレス諫早(諫早市) 

  議   題 ①報告事項 

・令和７年８月長崎県土木部への要望に対する回答について 

・本日の意見交換会について 

・県知事選挙について 
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・令和８年度版 建設会社ガイドの作成について 

・１２月の県との意見交換会について 

・見坂茂範後援会への寄付について 

・その他 

 

 4)令和７年度 第４回 常任理事会 

  開 催 日 令和７年１２月１８日 

  会   場 サンプリエール 

  議   題  ①報告事項 

    ・長崎県土木部との意見交換会の議題について 

・令和７年度補正予算について 

・その他 

 

 5)令和７年度 第５回 常任理事会 

  開 催 日 令和８年３月３日 

  会   場 料亭御宿「坂本屋」 

  議   題  ①協議事項 

              ・県知事選挙の結果を受けた今後の取組みについて 

               

(3)理事会 

  1)令和７年度 第１回 理事会 

   開 催 日 令和７年４月３０日 

   会   場 サンプリエール 

   議   題 

 

 

 

 

①令和6年度事業報告並びに貸借対照表、損益計算書(正味財産増減

計算書)、公益目的支出計画実施報告書の承認について 

②令和7年度会費負担額(案)について 

③その他 

  

 2)令和７年度 第２回 理事会 

開 催 日 令和８年３月２７日 

会   場 サンプリエール 

議   題 ① 会員の脱退について 

② 令和８年度事業計画並びに収支計算書（案）の承認について  
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③ 令和８年度通常総会について 

④ 報告事項 

・本部会計 令和７年予算と決算見込みとの比較について 

  ・令和８年度会費負担額(案)について 

・令和７年度長崎県土木部との意見交換会について 

 

(4)書面理事会  

  1) 会員の加入について                   

   承 認 日 令和８年１月３０日 

   承 認 日 令和８年２月２７日 

     

  2)会員の脱退について 

  承 認 日 令和７年６月１３日  

   承 認 日 令和７年６月 30 日 

  承 認 日 令和７年９月１６日     

  承 認 日 令和７年１０月３１日 

   承 認 日 令和７年１２月２６日 

   承 認 日 令和８年３月 17 日 

   承 認 日 令和８年３月 27 日（2 社） 

 

(5)土木委員会 

 1)令和７年度 第１回 土木委員会 

  開 催 日 令和７年９月３０日 

  会   場 長崎県建設総合会館 

 

   議   題 ①長崎県土木部及び農林部への要望事項について 

・小規模工事の歩掛かり標準化について 

・10ｔダンプトラックの積載量について現状と差異がありますので 

見直しを検討していただきたい 

・災害復旧工事の歩掛など不採算部分の改正などについて 

・重力式擁壁工事における均しコンクリートの計上について 

・エポキシ塗装鉄筋の加工について 

・ICT施工における段階確認等の簡略化について 

・小型生コン車の小型割増料について 

・砂防ダム工事におけるクレーン費について 

②その他 

 2)令和７年度 第２回 土木委員会（長崎県土木部との意見交換会） 
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  開 催 日 令和８年２月２日  

会   場 ホテルセントヒル長崎 

  議   題 

 

 

①長崎県土木部との協議事項について 

・小規模工事の歩掛かり標準化について 

・10ｔダンプトラックの積載量について 

・災害復旧工事の歩掛など不採算部分の改正などについて 

・重力式擁壁工事における均しコンクリートの計上について 

・エポキシ塗装鉄筋の加工について 

・ICT施工における段階確認等の簡略化について 

・小型生コン車の取扱いとそれに関わる歩掛かり変更について 

・砂防ダム工事におけるクレーン費について 

②長崎県農林部との協議事項について 

・小型生コン車の取扱いとそれに関わる歩掛かり変更について 

・砂防ダム工事におけるクレーン費について 

③その他 

               

(6)建築委員会 

 1)令和７年度 第１回 建築委員会 

  開 催 日 令和７年 9 月３０日 

  会   場 長崎県建設総合会館 

   議   題 

 

 

 

 

 

 

 

 

①県土木部への要望事項について 

 ・総合評価落札方式における企業、技術者の施工実績等評価の 

見直しについて 

 ・誘致企業に対し、県内建設企業を元請企業として採用することを 

強く推薦していただきたい 

 ・写真監理作業の軽減について 

・公営住宅の内装間仕切りについて 

 ・特殊単価の採用について 

② その他 

 

 2)令和７年度 第２回 建築委員会（長崎県土木部との意見交換会） 

  開 催 日 令和８年２月２日  

  会   場 ホテルセントヒル長崎 

 

   議   題 ① 長崎県土木部との協議事項について 
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 ・総合評価落札方式における企業、技術者の施工実績等評価の 

見直しについて 

 ・誘致企業に対し、県内建設企業を元請企業として採用することを 

強く推薦していただきたい 

 ・写真監理作業の軽減について 

 ・公営住宅の内装間仕切りについて 

 ・特殊単価の採用について 

② その他 

 

(7)労務対策委員会 

 1)令和７年度 第１回 労務対策委員会(第２回 事業推進委員会) 

  開 催 日 令和８年３月１２日 

  会   場 長崎県建設総合会館 

  議   題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 九州建設業協会労務対策委員会について 

② 公共工事設計労務単価について 

③ 建設雇用改善推進事業令和7年度実施状況及び令和８年度 

事業計画(案)について 

④ 建設雇用改善推進事業の実施状況について 

 ・建設現場実習について 

 ・高校就職説明会について 

⑤ 建設キャリアアップシステムの登録状況について 

⑥ 建設業退職金共済制度について 

⑦ 建災防関係について 

⑧ 労務対策委員からの提案議題について 

⑨ その他 

    

(８)支部事務局長会議(第１回 事業推進委員会) 

  開 催 日 令和８年３月１１日 

  会   場  長崎県建設総合会館 

   議   題 

 

 

 

①長崎県における令和8年度公共事業予算について 

②長崎県内の公共工事動向について 

③建設共済保険について 

④理事等候補者の推薦について（技士会含む） 
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⑤会員の加入・脱退等について 

⑥今後の行事予定について 

⑦建設雇用改善推進事業関係について 

⑧建退共関係について 

⑨技士会関係について 

⑩建災防関係について 

⑪各支部提案事項について 

⑫その他 

 

(９)長崎県建設業協会支部青年部連合会の活動 

1)長崎県土木部との意見交換会 

《第１回》 

  開 催 日 令和７年５月３０日 

  会   場 長崎県庁行政棟 会議室 

  内   容 ①青年部からの議題 

         ・熱中症対策について 

         ・検査書類限定型工事について 

         ・完成検査における検査状況写真の簡素化について 

         ・カーボンニュートラルに向けた建設業の対応方針について 

         ・建設業のイメージアップについて 

        ②県土木部からの議題 

         ・担い手確保の取り組みについて 

        ③県からの説明事項 

         ・令和７年４月から改正・新規運用する制度等について 

         ・専任の技術者の現場不在の取扱いについて 

         ・工事書類の簡素化等に関する意見交換会について 

         ・もっときらきら２連休の継続について 

         ・工事事故について 

         ・地域別ＩＣＴ技術研修の開催について 

 

 

 《第２回》 

  開 催 日 令和８年２月６日 

  会   場 長崎県庁行政棟 会議室 
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  内   容 ①青年部からの議題 

         ・回答を要する議題 

・回答を要する議題（書面回答のみ） 

         ②県からの説明事項 

         ・「建設工事に係る配置予定技術者の雇用関係の確認について」の 

 一部改正について 

・不調不落について 

・工事事故の防止について 

・電子契約について 

・検査書類限定型の拡大について 

・土木施工管理基礎研修について 

・もっときらきら２連休の継続について 

・「長崎県インフラＤＸアクションプラン（第１版）」について 

         ③県・青年部からの議題 

・発注者対応アンケートのご協力について 

          

2)長崎工業高等学校への出前講座 

  ①日時内容 令和７年５月１３日（測量実習）  

長崎支部から 6 社参加 

対 象 者 同校建築科 3 年生 39 名 

②日時内容 令和７年１１月１９日（建設ＤＸ・ドローン実習） 

長崎支部から 6 社参加 

対 象 者 同校建築科１年生 40 名 

③日時内容 令和８年２月２６日（施工図実習） 

長崎支部から５社参加 

対 象 者 同校建築科２年生 ３８名 

 

3)島原工業高等学校への出前講座 

  ①日時内容 令和７年１２月１２日（測量実習）  

島原支部から 9 社参加 

対 象 者 同校建築科 3 年生 29 名 

１２．各支部諸会議･委員会等 

 ・通常総会 

 ・理事会 

 ・役員会 
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 ・監査会 

 ・青年部総会、役員会、監査会 

 ・経営政策委員会 

 ・災害防止委員会 

 ・土木委員会 

 ・建築委員会 

 ・労務対策委員会 

 ・発注者(県出先機関等)との協議及び意見交換会 

 ・災害協定担当者連絡会議    

 

１３．九州建設業協会諸会議等 

 ・定例懇談会（１回） 

 ・会長会議(２回)、九州地方整備局長との意見交換会(１回)  

 ・土木委員会(1 回)、九州地方整備局との意見交換会(１回) 

 ・建築委員会(1 回)、九州地方整備局との意見交換会(１回) 

 ・労務対策委員会(２回) 

 ・西日本建設業保証(株)との意見交換会（１回） 

 ・専務理事・事務局長会議（４回） 

 ・職員研修会（３回）  

 

１４．一般社団法人 全国建設業協会 諸会議等 

 ・定時総会（１回） 

 ・会長会議(１回)            

 ・理事会(８回) 

 ・協議員会(２回） 

 ・専務･事務局長会議（１回） 

 ・地域ＣＣＵＳ推進委員会（１回） 

 

１５．建退共関係 諸会議等 

 ・運営委員会･評議員会(２回) 

 ・支部事務局長会議（１回） 

 ・九州ブロック支部事務担当者会議(１回) 

 ・支部事務担当者会議（２回） 

１６.（一財）建設業振興基金 諸会議等 

  ・参与会(１回) 

 ・連携団体職員研修会(１回) 
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１７．（公財）建設業福祉共済団 諸会議等 

 ・会長会(１回） 

 ・事業推進戦略会議(１回) 

 

１８．その他の諸会議等 

 ・建設キャリアアップシステム処遇改善推進九州地方協議会 

 ・九州道路啓開等協議会 

 ・長崎県防災会議 

 ・元請・下請適正化対策連絡会議 

 ・長崎県建設工事従事者安全・健康確保推進会議 

  ・長崎県交通安全推進県民協議会総会 

 ・長崎県犯罪のない安全･安心まちづくり推進県民会議･幹事会 

 ・長崎県ゆとりある住まいづくり推進協議会総会･検討会 

・ながさき環境県民会議総会・温暖化防止部会 

・長崎県まちづくり住宅総合フェア検討委員会 

  ・長崎県リサイクル製品等認定委員会 

 ・長崎新幹線建設推進実行委員会 

 ・長崎県建築鉄骨研究会 

 ・長崎県土木の日実行委員会 

 ・長崎県西九州自動車道建設促進期成会 

 ・産学官連携建設業人材確保育成協議会（建産連） 

 ・建設業人材確保育成ＰＲ検討ワーキング会議 

 ・人材確保対策推進協議会（長崎労働局） 

 ・建設業労働時間削減協議会（長崎労働局） 

 ・ハローワーク職員建設企業学習会 

 ・ながさき建設産業助成事業審査委員会 

 ・ＮＥＸＴ長崎人材育成事業等運営委員会 

 ・建設資材対策九州地方連絡会 

 ・i-Ｃonstruction 産学官連携会議 

 ・ながさき建設女子ネットワーク“よりより”意見交換会  

 ・長崎県女性活躍推進会議 

 ・建設産業女性定着ネットワーク 全国会議・ブロック会議 

 ・長崎県コンクリート製品評価会議 

 ・西日本建設業保証(株) 取締役会 

 ・公益財団法人長崎県建設技術研究センター評議員会 
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 ・公益財団法人長崎県暴力追放運動推進センター評議員会 

 ・長崎商工会議所建設部会 

 ・長崎県職業能力開発協会総会及び理事会 

 ・長崎県刑務所出所者等就労支援推進協議会 

 ・道守長崎会議、道守活用検討部会 

 ・長崎県生コンクリート品質管理監査会議 

 ・ＩＣＴ／ＤＸ推進部会 

 ・ながさき Society5.0 推進プラットホーム会議 

 ・全国建設青年会議 

 ・九州建設青年会議 

 ・長崎県ドローン連絡協議会 

 ・長崎県 PPP / PFI プラットホーム地域協議会 

 ・健康長寿日本一長崎県民会議 

 

１９．雇用改善推進事業 

(1)指導援助事業 

 1)事業推進委員会(2 回) 

 開催日程・場所 

  令和 8 年 3 月 11 日 長崎県建設総合会館 

  令和 8 年 3 月 12 日 長崎県建設総合会館 

 

(2)入職・職場定着事業 

 1)高校生の建設現場実習 

  学校名・参加者数・開催日程・受入現場数 

  佐世保工業高等学校           土 木 科          ３７名 

       令和 7 年 10 月 14 日～16 日          １０現場 

 諫早農業高等学校           農業土木科          39 名 

       令和 7 年 10 月 21 日～23 日          １０現場 

  大村工業高等学校           建設工業科          ３９名 

       令和 7 年 11 月 5 日～7 日            １０現場 

 

  鹿町工業高等学校           土木技術科          ２２名 

       令和 7 年 12 月 3 日～5 日            ８現場 

佐世保工業高等学校            建築科    ２０名 

       令和 7 年 10 月 14 日～16 日           ８現場 
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・  島原工業高等学校  建築技術科   ３３名 

       令和 7 年 12 月 3 日～5 日            10 現場 

   参加者総数：１90 名、受入現場総数：56 現場、受入企業総数：45 社  

 

 2)教師の建設現場実習（高等学校産業教育県内事業所等委託研修） 

  学校名・参加者数・開催日程・受入現場数 

   長崎工業高等学校         ２名、佐世保工業高等学校 2 名、 

島原工業高等学校１名 計 5 名 

        令和７年 8 月１９日～２０日など 土木 1 現場、建築 4 現場 

 

 3)中学・高校就職説明会 

   開催日程・学校名・参加者数 

令和 7年１2月10日 

令和 7年10月22日 

令和 8年2月5日 

令和 8年3月16日 

長崎工業高等学校 建築科 

対馬市立厳原中学校 

長崎市立橘中学校 

五島市立福江中学校 

40名 

155名 

157名 

320名  

                                         ４校 672 名参加 

 

  4)九州建設業協会 雇用改善助成金担当者会議 

  開 催 日 令和８年２月９日 

  会   場 ホテルマリターレ創世佐賀 

   議   題  ①令和７年度建設雇用改善事業実施状況及び令和８年度事業 

計画（案）について 

②各種雇用改善事業に関する各県協会からの提案事項について 

 

 

 

 

 

 ・高校生の現場見学会、当協会直接の取り扱いが激減（今年は前

年の50％）しています。理由は、企業が協力会や部会を設けて

直接営業しリクルート見学会（体験会含む）を実施している事で

す。助成金含む事業計画と大きく異なり危惧もしているところで

す。皆様の県では如何でしょうか？ 

 ・外国人技能実習生労働問題に関する取組みについて  

 ・建設業福祉共済団の「建設共済保険制度に係る広報活動支弁」

について 

 ・建設業の生産性向上を支援する施策について 

 ・担い手確保に係るイベント等について 

・西日本建設業保証(株)の助成金について 
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 5)第６８回 全国建設労働問題連絡協議会 

  開 催 日 令和７年１１月６日  

   会   場 鉄鋼会館（東京） 

  議   題 ①講演 

 

 

 

 

 

・「働き方改革：サマータイム導入工事の効果について」 

・「メリハリのある働き方・休み方の環境整備と人材確保・定着」 

・「多様な人材がつくる、 共に働く建設の未来」 

・「今後の建退共制度について」 

・その他 

 

 ６)令和７年度 建設産業人材確保・育成推進協議会 全国担当者会議 

  開 催 日 令和８年２月２５日  

   会   場 浜離宮建設プラザ（東京） 

  議   題  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・建設業の担い手確保に関する取り組み 

・厚生労働省における建設人材確保・育成に係る取り組みについて                           

・人材協の令和7年度の取り組み 

(事例紹介) 

・土木系学科の“空白地帯”解消に向けた連携・要望活動や当協会

広報活動の取り組みについて 

・「日本初『建設産業PRプロデューサー』任命による広報・教育連携

モデル」の取り組みについて 

・講評 

 

 ７)図書等の配布 

  ①「建設業しんこう」（一財）建設業振興基金制作  

   令和７年４月～令和８年３月 毎月発行 会員･各支部へ配布 


